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独立行政法人とは独立行政法人とは

国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実に実
施されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら主体と
なって直接に実施する必要のないもののうち、民間の主体にゆ
だねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるもの。
（独立行政法人通則法より引用）

平成１４年３月２９日 行政改革の一環として「公益法人に関する行政の関与のあり方の改革実施計画」閣議決定平成１４年３月２９日 行政改革の一環として「公益法人に関する行政の関与のあり方の改革実施計画」閣議決定

国（原子力安全・保安院） 検査の一部を移管

（財）原子力発電技術機構

（財）発電設備技術検査協会

（財）原子力安全技術センター

指定検査事務

安全解析・評価

防災支援

調査、研究、試験、研修

情報の収集等

独立行政法人

原子力安全基盤機構

３つの公益法人へ委託、指定していた業務をすべて引き上げ、整理・合理化を図り、独立行政法人へ移管（業務の移管であり、法人の統合
ではない）

平成１４年８月 電力会社不正記録問題が発覚平成１４年８月 電力会社不正記録問題が発覚

一連の問題への対応として、平成１５年１０月より「原子力安全規制の強化」が図られる。独立行政法人 原子力安全基盤機構は当初平成
１６年４月設立予定だったが、その一翼を担うため、６ヶ月前倒しで発足

平成１５年１０月１日 原子力安全基盤機構（JNES)の設立平成１５年１０月１日 原子力安全基盤機構（JNES)の設立

JNESの使命 原子力安全に関する専門家集団として、原子力エネルギー
の潜在的な危険性から国民の安全を確保すること

機構のロゴマークは、私達職員に期
待される3つの眼を象徴しています。
3つの眼にはそれぞれ次のような意
味が込められています。
○強い使命感を持つ眼
○科学的・合理的な判断をする眼
○中立性・公正性を保つ眼

ＪＮＥＳ

設立の経緯
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原子力安全委員会

独立行政法人
原子力安全基盤機構

原子力安全・保安院

事業者

・ダブルチェック

・四半期毎の報告

・検査結果の通知
・解析評価、防災支援等

・中期目標の指示
・検査の通知等

・申請・安全審査
・検査等

・申請

・検査等

（２） 安全規制体制（２） 安全規制体制
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（３） JNESの主な業務（３） JNESの主な業務

原子力施設及び
原子炉施設に
関する検査等

原子力の安全の
確保に関する

情報の収集、整理
及び提供

原子力の安全の
確保に関する

調査、試験、研究

原子力施設及び
原子炉施設の

安全性に関する
解析及び評価

原子力災害の予防、
拡大防止等の支援
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理事長

理事

監事
監査室

企画部

総務部

検査業務部

解析評価部

防災対策部

規格基準部

安全情報部

耐震安全部

核燃料ｻｲｸﾙ施設検査本部

福井事務所

広報室

核物質防護対策支援室

国際室

〔平成２０年４月１日現在〕

ＪＮＥＳの概要（組織体制）ＪＮＥＳの概要（組織体制）

総括参事

設 立 平成１５年１０月１日

役 員

理事長：成合英樹

理 事：曽我部捷洋（理事長代理)、

鳥居原正敏

熊澤昭雄

監 事：高橋秀樹、荒井徹

職員数 ４５２名（平成２０年４月１日）

予算規模 ２２５億円（平成２０年度運営費交付金）

設 立 平成１５年１０月１日

役 員

理事長：成合英樹

理 事：曽我部捷洋（理事長代理)、

鳥居原正敏

熊澤昭雄

監 事：高橋秀樹、荒井徹

職員数 ４５２名（平成２０年４月１日）

予算規模 ２２５億円（平成２０年度運営費交付金）
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平成19年度 予算執行状況平成19年度 予算執行状況

収 入 割 合収 入 割 合 支 出 割 合支 出 割 合

単位：百万円

支 出 額
22,119

業務経費
(交付金)
19,153
86.6 %

受託経費
246
1.1 %

検査手数料経費
791
3.6 %

一般管理費
(交付金)

1,928
8.7 %

収 入 額
24,807

運営費交付金
(立地)
18,112
73.0 %

運営費交付金
(利用)
4,764
19.2 %

受託収入
246
1.0 %

検査手数
料収入
1,660
6.7 %




